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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、イオンの基本理念のもと、お客さま、地域社会、取引先、株主、従業員など、様々なステークホルダーの視点から、経営の透明性・公正
性やリスク管理の徹底、適時適切な情報開示に配慮しつつ、企業経営の効率性と経営の意思決定の迅速化を高めることを通じて、企業価値の継
続的な向上を図ることをコーポレートガバナンスの基本方針としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４　株主総会における権利行使】

　当社は、当社の株主における機関投資家及び海外投資家の比率が相対的に低いと考えており、今後、その比率が20％以上となった時点で、議
決権の電子行使の環境作りや招集通知の英訳の実施を検討いたします。

【補充原則２－５－１　内部通報】

　当社は、「公益通報者保護に関する規程」及び「「何でも相談承り係」運用規程」を策定し、情報提供者の秘匿や不利益取扱の禁止等の規律を定
めております。他方、当社は、現在、経営陣からの独立性を確保しうる内部通報窓口を設置しておりませんが、現行の内部通報制度が有効に機
能していると考えており、今後、その導入について要否も含め検討してまいります。

【補充原則３－１－２　情報開示の充実】

　当社は、当社の株主における海外投資家等の比率が相対的に低いと考えており、今後、その比率が20％以上となった時点で、英語での情報の
開示・提供を検討いたします。

【補充原則４－１－３　取締役会の役割・責務１】

　当社は、現在、代表取締役等の後継者計画を策定しておりません。取締役候補者・重要人事については、適切な手順を踏まえ候補者を選定の
うえ、取締役会に付議し、承認するプロセスとなっております。今後は、より透明性・公平性の高い後継者の指名体制を検討してまいります。

【補充原則４－１０－１　任意の仕組みの活用】

　当社は、指名委員会・報酬委員会など、独立した諮問委員会を設置しておりません。取締役の指名・報酬などの重要事項を検討するに当たって
は、取締役会での審議を通じて、独立社外取締役の適切な関与・助言を得ております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　いわゆる政策保有株式】

（政策保有に関する方針）

　当社は、政策保有株式について、取引関係の強化や企業価値の向上、資本コスト等の経済合理性を総合的に勘案し、保有意義があると認める
場合を除き、保有しないことを基本方針としております。

　なお、政策保有株式を保有する場合には、毎年、取締役会で個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資
本コストに見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検証するとともに、その検証の内容を開示いたします。

（政策保有株式の議決権行使に関する方針）

　当社は、政策保有株式の議決権行使について、保有先企業の持続的成長や中長期的な価値の向上、株主還元向上の観点及び当該企業の経
営状況を勘案し、総合的に議案ごとに賛否を判断いたします。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、会社や株主の共同利益を保護するため「関連当事者取引管理規程」を策定し、当社がその役員や主要株主等との取引（関連当事者取
引）を新たに行う場合には、取締役会の承認を要することとし、また、取引が継続している関連当事者取引については、年度ごとに、取引継続の合
理性（事業上の必要性）と取引条件の妥当性を取締役会において審議することとしております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、企業年金制度として、親会社であるイオン株式会社及び同社の主要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金基金制度及
び確定拠出年金制度を採用しております。

　確定給付型のイオン企業年金基金に対しては、当社の管理部門の役職員を代議員として運営に関与させ、運用状況の確認・モニタリングを行う
とともに、必要に応じて意見を具申することとしています。

　確定拠出年金については、入社時における制度の適切な説明や資産運用に関する教育機会の提供を行っております。

【原則３－１　情報開示の充実】

（経営理念）

　当社は、イオングループの一員として、イオンの基本理念のもと、次の経営方針を定めております。

１．イオンの基本理念（経営理念）

　イオンは、理念の中心を「お客さま」と位置づけ、お客さまへの貢献を永遠の使命とし、最もお客さま志向に徹する企業集団です。

　・イオンは、事業の繁栄を通じて、平和を追求し続ける企業集団です。

　・イオンは、人間を尊重し、人間的なつながりを重視する企業集団です。



　・イオンは、地域のくらしに根ざし、地域社会に貢献し続ける企業集団です。

　イオンは基本理念のもと、絶えず革新し続ける企業集団として、「お客さま第一」を実践してまいります。

２．経営方針

　当社は、「商業を通じて地域社会に奉仕しよう。」との社是のもと、お客さまが求められる良品をお値打ち価格で豊富に品揃えし、お客さまに楽し
くお買物をしていただくことを経営方針としております。

（経営戦略、経営計画）

　決算短信において開示するとともに、決算説明会等を通じて説明を行っております。

（コーポレートガバナンスの基本的な考え方・基本方針）

　当社は、イオンの基本理念のもと、お客さま、地域社会、取引先、株主、従業員など、様々なステークホルダーの視点から、経営の透明性・公正
性やリスク管理の徹底、適時適切な情報開示に配慮しつつ、企業経営の効率性と経営の意思決定の迅速化を高めることを通じて、企業価値の継
続的な向上を図ることをコーポレートガバナンスの基本方針としております。

（取締役・監査役の報酬決定方針）

　取締役及び監査役の報酬等については、社内規程に基づき、株主総会決議による取締役及び監査役それぞれの報酬総額の限度内で、会社の
業績や経営内容、経済情勢等を考慮し、取締役の報酬は取締役会の決議により決定し、監査役の報酬は監査役会の協議により決定しておりま
す。

（取締役・監査役の選解任を行う際の方針及び手続）

　取締役会が取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続については、次のとおりです。

・取締役候補者の指名については、以下の基準に従って代表取締役社長が提案し、取締役会で決定しております。

・なお、以下の取締役の基準に満たない客観的、合理的な理由があり、取締役として職務の執行を委ねることができないと判断される場合には、
取締役を解任するものとしております。

　１．当社の経営理念、経営方針に対する理解があること

　２．経営者として経営活動を統括し、経営目標の達成と当社の持続的な成長・発展に寄与できること

　３．取締役会の審議に必要な広範な知識、経験を有し、あるいは経営の監督機能発揮に必要な実績と見識を有すること

　４．経営に関する高度かつ広範な知識及び経験・技能を有し、経営戦略・経営計画の企画・立案・決定に対して、有力な意見具申ができること

　５．経済界・産業界の事情に通じ、優れた先見性・洞察力を有し、長期的視野に立った戦略的な意思決定ができること

　６．リーダーシップに優れており、取締役にふさわしい人格及び見識があること

　７．心身ともに健康であること

　８．他の取締役からの推薦があること

・監査役候補者の指名については、以下の基準に従って代表取締役社長が提案し、監査役会で協議し同意を得た上で、取締役会において決定し
ております。

　１．様々な分野に関する豊富な知見、経験を有すること

　２．会社の経営判断に影響を及ぼすおそれのある利害関係・取引関係がないこと

　３．中立的・客観的な視点から監査を行うことにより、会社の経営の公正性と透明性を確保できること

　４．コンプライアンス、ガバナンスの実効性を担保できること

（取締役・監査役候補の個別の選任理由）

　取締役・監査役候補者の選任理由については、定時株主総会招集ご通知に記載のとおりです。

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】

　当社の取締役会は、法令、定款及び「取締役会規則」の定めにより、経営戦略、経営計画その他重要な業務執行の決定及び業務執行の監督を
行っております。その他の事項の決定については、「職務権限基準表」の定めのとおり、経営陣に委任しております。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】

　当社は、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に寄与しうる資質を備えた独立社外取締役を２名以上選任することとしております。

独立社外取締役の指名基準は次のとおりです。

　１．当社の基本理念、行動規範等の考え方を共有できること

　２．最高経営責任者等の経営者として豊かな経験、もしくはそれに準ずる経験・知見を有すること

　３．当社の経営陣から独立した判断を下すことができること

　４．社外取締役の独立性基準を満たすこと

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

（社外取締役の独立性基準）

　当社は、社外役員の独立性に関する基準を以下のとおり定めております。

　１．（１）当社又はその子会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人（以下「業務執行者」という）ではなく、かつ、

　　　　　その就任の前１０年間において当社又はその子会社の業務執行者ではなかったこと

　　　（２）その就任の前１０年内のいずれかの時において当社又はその子会社の取締役、会計参与又は監査役であったことがある者（業務執行

　　　　　者であったことがあるものを除く）にあっては、当該取締役、会計参与又は監査役への就任前10年間において当社又はその子会社の業務

　　　　　執行者ではなかったこと

　２．（１）当社若しくはその子会社を主要な取引先（注１)とする者、又はその者が法人等（注２）である場合にはその業務執行者ではなく、又、過去

　　　　　３年間においてその業務執行者ではなかったこと

　　　（２）当社若しくはその子会社の主要な取引先、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者ではなく、また、過去３年間において

　　　　　その業務執行者ではなかったこと

　３．当社から役員報酬以外に多額（注３）の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家等ではないこと

　４．当社を主要な取引先とするコンサルティング事務所、会計事務所及び法律事務所等の社員ではないこと

　５．当社から、多額の寄付等を受ける者、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者ではないこと

　６．当社の主要株主、またはその者が法人等である場合にはその業務執行者ではないこと

　７．次に掲げる者（重要でない者（注４）は除く）の近親者（注５）ではないこと

　　　A.上記１～６に該当する者

　　　B.当社及びその子会社の取締役、監査役、執行役員及び重要な使用人

　　（注１）「主要取引先」：直近事業年度の連結売上高の１％以上を基準に判定



　　（注２）「法人等」：法人以外の団体も含む

　　（注３）「多額」：過去３年平均で、年間１０００万円以上

　　（注４）「重要でない者」：「重要」な者としては、会社の役員・部長クラスの者や会計事務所や法律事務所等に所属する者については公認会計

　　　　　　士や弁護士を指す

　　（注５）「近親者」：配偶者または二親等内の親族

【補充原則４－１１－１　取締役会全体の構成の考え方】

　当社の取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、多様で豊富な知識、経験を有する取締役にて構成するとともに、定款で定める１７
名以内を適正な人数とし、原則として、独立性の高い社外取締役を２名以上選任することとしております。

【補充原則４－１１－２　取締役・監査役の兼任状況】

　当社は、取締役・監査役の兼任状況を定時株主総会招集ご通知の参考書類及び提供書面（事業報告）等において開示しております。また、取締
役・監査役がその役割・責務を適切に果たし得るよう、兼任については合理的な範囲内にとどめるものとしております。

【補充原則４－１１－３　取締役会の実効性の評価】

　当社は、取締役会の実効性を高めるため、毎年、各取締役・監査役の自己評価等により、取締役会の運営、議事内容などについて分析・評価を
行い、その結果の概要を開示いたします。また、評価結果に基づき、取締役会の運営、議事内容などについて改善活動を実施してまいります。

【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング方針】

・当社は、取締役・監査役に対して、定期的なコンプライアンス教育、ガバナンス教育、重大な法令変更等においては弁護士を招聘して実施する勉
強会等の教育・研修プログラムを用意しております。

・また、独立社外取締役に対しては、就任時のオリエンテーションの一環として、店舗やセンターといった営業現場を視察いただく機会を提供してお
ります。就任後も事業に関する知識など必要な情報提供を継続して行っております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

・当社は株主との建設的な対話を通じて、双方の理解を深め、これを踏まえて適切な対応に努めることが重要であると考えております。

・当社は、管理担当役員をIR担当役員に選任するとともに、IR担当部署として経営管理部及び広報部を設置しております。また、同部署が財務経
理部及び総務部と緊密な連携を図ることで、株主との積極的な対話を実現してまいります。

・当社及び株主双方の理解を深める取り組みとしまして、決算説明会を半期ごとに開催するとともに、個別のＩＲ取材に積極的に応じております。

・株主との対話の中でよせられた意見は、経営陣に定期的にフィードバックしております。

・当社は「内部情報管理及び内部者取引規制に関する規程」を定め、内部情報を適切に管理しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

イオン株式会社 38,248,946 72.79

株式会社フジ 4,000,000 7.61

マックスバリュ西日本グループ社員持株会 629,315 1.19

加藤産業株式会社 323,946 0.61

丸魚水産株式会社 322,523 0.61

イオンフードサプライ株式会社 238,794 0.45

イオンフィナンシャルサービス株式会社 235,558 0.44

新光商事株式会社 225,400 0.42

山根　利明 183,700 0.34

石丸　美代子 166,900 0.31

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 イオン株式会社　（上場：東京）　（コード）　8267

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 2 月

業種 小売業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

イオン株式会社は当社議決権の72.8％（2021年2月28日現在）を有する親会社です。

　当社の親会社及び親会社グループ各社と取引を行う場合には、当社の企業価値の向上の観点から、その公正性および合理性を確保するため
に、独立社外取締役が出席する取締役会において承認を得ることとするなど、取引の重要性に応じて適切に監督しております。

　なお、当社は、当社の親会社グループ各社（いわゆる兄弟会社）と商品仕入、クレジット・電子マネー、不動産賃貸等の取引を行っておりますが、
これらの取引に際しては、一般取引条件と同様に決定しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社の親会社であるイオン株式会社は、当社株式の72.7％を保有しております。

　当社は、日常の事業運営にあたっては、独自の経営判断に基づき遂行しつつ、事業運営における重要な問題については、同社との協議、もしく

は報告を行っております。同社ならびにグループ企業とは、相互に自主・独立性を十分に尊重しつつ綿密な連携を保ちながら、持続的な成長、発

展、業績の向上に努めております。

　

　なお、イオン株式会社の「上場子会社のガバナンスに関する方針」は以下のとおりです。

　　「イオンは、『お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する』という基本理念の下に、グループ会社の経営の自主性・独
立性を重視し、分権制によるグループ経営を実践することで、グループ全体の企業価値が向上するものと考え、創業以来これを実践してまいりま
した。そのような中、親会社である当社は、グループガバナンスの透明性と経営のスピードを高めるため、指名委員会等設置会社へ2003年にいち
早く移行、さらに特定の事業に偏することなくグループ全体の視点に立った経営を強化すべく2008年に純粋持株会社に移行し、グループ全体のシ
ナジーを高めるための経営諸施策を実施しております。グループ会社のうち、特に事業・地域の特性を踏まえた自律的経営により持続的な成長が
促進され、資本市場からの規律によりその経営の質が向上すると見込まれるものについては上場子会社としております。そして、上場子会社の少
数株主保護の観点から、独立社外取締役の選任や独立役員による諮問委員会の設置などを要請しております。」

　

　以上のとおり、当社はイオングループ各社との連携及びシナジーの最大化を図ることにより、少数株主の利益につながるものと認識しておりま
す。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 17 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山口　普 他の会社の出身者

桑山　斉 弁護士

渡瀬　ひろみ 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山口　普 　

山口普氏につきましては、上記a～kに掲
げる会社との関係性のいずれにも該当し
ません。

同氏の会社法及び同施行規則に定める
「重要な兼職の状況」は、以下の通りで
す。

・株式会社フジ代表取締役社長兼COO

山口普氏は、株式会社フジにおいて長年にわ
たり経営に携わり、2018年５月から同社の代表
取締役社長兼COOを務めております。総合小
売事業を中心に豊富な経験と幅広い知見を有
しており、大所高所の見地から業務執行に適
切な助言をいただいており、同氏を新たに社外
取締役に選任したものであります。



桑山　斉 ○

桑山斉氏につきましては、上記a～kに掲
げる会社との関係性のいずれにも該当し
ません。

同氏の会社法及び同施行規則に定める
「重要な兼職の状況」は、以下の通りで
す。

・弁護士法人御堂筋法律事務所社員弁護
士

・社会福祉法人北慶会理事

・ゼット株式会社社外取締役監査等委員

桑山斉氏は、弁護士としての豊富な経験に加
え、会社経営を統括する十分な見識を有してお
ります。これらのことから、当社の中長期的な
企業価値の向上を目指すにあたり、業務執行
に適切な助言・監督をいただけると判断し、同
氏を引き続き社外取締役として選任したもので
あります。

なお、同氏は当社が定める社外役員の独立性
の基準を満たしております。

渡瀬　ひろみ ○

渡瀬ひろみ氏につきましては、上記a～k
に掲げる会社との関係性のいずれにも該
当しません。

会社法及び同施工規則に定める「重要な
兼職の状況」は、以下の通りです。

・株式会社アーレア代表取締役

・株式会社ディー・エル・イー社外取締役

・タメニー株式会社社外取締役

渡瀬ひろみ氏は、上場会社において、プロジェ
クト・リーダー、編集長、事業責任者を歴任し、
他の上場会社では代表取締役社長を務めるな
ど、新規事業の立ち上げや会社経営について
豊富な経験と知見を有しております。これらの
ことから、当社の中長期的な企業価値の向上
を目指すにあたり、業務執行に適切な助言をい
ただけると判断し、同氏を引き続き社外取締役
として選任したものであります。

なお、同氏は当社が定める社外役員の独立性
の基準を満たしております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　常勤監査役は、取締役会のほか、執行役員会議、予算会議、開発会議等の重要な会議や、リスクマネジメント委員会等の委員会に参加するほ
か、取締役等からの業務執行の状況の聴取や決裁伺書類等の閲覧を通じて、その適正性の監査を行うなど、取締役等の業務執行状況を客観的
な立場から監視しております。

　また常勤監査役は、必要に応じて会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）と情報・意見交換を行うとともに、監査結果の報告を受けるなど、緊
密な連携を図っております。

　内部監査は経営監査室（人員20名）を設置し、規程類の遵守状況・防犯・衛生管理等に関する事項について実施しております。経営監査室によ
る監査結果については、その都度常勤監査役にも報告が行われており、その結果を踏まえて監査役会とは随時情報交換を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

青木　謙城 他の会社の出身者 △

久家　基裕 他の会社の出身者 △

石橋　三千男 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役



d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

青木　謙城 　

青木謙城氏は、過去に当社の兄弟会社で
ある株式会社ダイエーの業務執行者で
あったことがあり、上記e（△）に該当しま
す。

同氏の会社法及び同施行規則に定める
「重要な兼職の状況」は、以下のとおりで
あります。

・イオン九州株式会社　社外監査役

青木謙城氏は、グループ会社の人事部長、SM
事業部長、監査部長を歴任し、人事部門、監査
部門を中心に豊富な経験と知見を有しており、
業務執行に適切な助言・監督をいただけると判
断し、同氏を社外監査役に選任したものであり
ます。

久家　基裕 　

久家基裕氏は、過去に当社の親会社であ
るイオン株式会社の業務執行者であった
ことがあり、上記c（△）に該当します。

会社法及び同施行規則に定める「重要な
兼職の状況」については、現時点におい
て該当事項はありません。

久家基裕氏は、グループ会社で主に総務、管
理領域の業務を担当し、グループ会社の監査
役を務めるなど、企業経営の管理・監督に高い
知見を有しております。当該知見を活かして、
取締役の業務執行に適切な助言・監督をいた
だけると判断し、同氏を新たに社外監査役に選
任したものであります。

石橋　三千男 ○

同氏の会社法及び同施行規則に定める
「重要な兼職の状況」は、以下の通りであ
ります。

・有限会社ＦＩＳ経営研究所代表取締役

・株式会社広島県イノベーション推進機構
社外取締役

・株式会社ウッドワン社外取締役

石橋三千男氏は、公認会計士、税理士として
の豊富な経験に加え、企業の内部統制及び監
督に関して専門的な見識を有しております。こ
れらのことから、当社の中長期的な企業価値
の向上を目指すにあたり、業務執行に適切な
助言・監督をいただけると判断し、同氏を社外
監査役に選任したものであります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社では、取締役に対する報酬等と当社の業績、株式価値との連動性をより一層強固なものとし、株価上昇によるメリットのみならず、株価下落
によるリスクまでも株主の皆さまと共有することで、中長期的に継続した業績向上と、企業価値増大への意欲や士気を高めることを目的として、株
式報酬型ストックオプションを導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

　監査役に対する報酬等につきましては、その独立性を確保するため、業績連動報酬や株式報酬型ストックオプションを採用せず、固定型の月例

報酬のみとしております。



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　取締役に対する令和３年２月期中の報酬総額は、取締役11名に対して121百万円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．報酬ポリシー

　【報酬制度の理念・目的】

　・当社の役員は、基本理念のもと、絶えず革新し続ける企業集団として、リスクを恐れず挑戦し、当グループの持続的な成長に貢献する。

　・当社の役員は、役員の果たすべき役割と、経営目標の達成度合いに応じた報酬を得る。

　【報酬制度の基本方針】

　・お客さま、従業員、株主さまに理解され支持される公正感が高く判りやすい制度とする。

　・公正性を担保する透明性のあるプロセスで決定する。

　・中長期の経営戦略及び業績と連動し、経営戦略遂行を強く動機付けできる制度とする。

　・経営を担う人材の確保・維持及びモチベーションに繋がる報酬水準とする。

　・経済・社会情勢、経営環境・業績を踏まえて報酬体系・水準を適時適切に見直すものとする。

２．業務執行取締役報酬

　ⅰ．基本報酬

　　　職務執行の対価として毎月支給される定額の金銭報酬で役位別に設定した基準金額内で個別評価に基づき定める。

　ⅱ．業績報酬

　　　取締役の任期1年間の成果に報いる趣旨で年度終了後に支給される金銭報酬で、総現金報酬（基本報酬+業績報酬）に占める業務執行

　　　取締役業績報酬のウエイトは、30％程度として、上位役位ほどそのウエイトを高める。

　ⅲ．株式報酬型ストックオプション

　　　株価や業績と報酬との連動性を高め、株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主と共有することで、継続した業績

　　　向上と企業価値増大への意欲や士気を高めることを目的に、年間業績（連結経常利益）を反映させた株式報酬型ストックオプションとして

　　　新株予約権を年度終了後に割り当てる。

　　　新株予約権の割り当て数については、役位別基準数に基づき決定する。

　ⅳ．業績連動報酬の報酬構成

　　　業務執行取締役業績報酬及び株式報酬型ストックオプションは、全社業績報酬と個人別業績報酬により構成する。

　　　ただし、代表取締役は全社業績報酬のみとする。

　　　(a)全社業績報酬　役位別業績金額・割当数に対して、連結業績（連結経常利益）の達成率に基づく係数により算出し、業績を総合的に勘案

　　　　　　　　　　　　　　　し決定する。

　　　(b)個人別業績報酬　役位別基準金額・割当数に対して、部門別業績と経営目標達成度等を総合的に勘案した個人別評価に基づく係数に

　　　　　　　　　　　　　　　　より決定する。

　ⅴ．報酬等の種別ごとの構成比

　　　基本報酬　55～65％　　業績報酬　24～28％　　株式報酬型ストックオプション　11～16％

３．非業務執行取締役報酬

　ⅰ．社外取締役には、原則として基本報酬を支給する。

　ⅱ．社外取締役には、業績報酬及び株式報酬型ストックオプションは支給しない。

　ⅲ．業務の執行をせず社外取締役に該当しない取締役には、取締役としての報酬は支給しない。

４．報酬限度額

　平成19年5月16日開催の第25期定時株主総会において、次のとおり決議された。

　　取締役の報酬等の額　　年額450百万円以内

　　　内訳）金銭による報酬額　年額400百万円

　　　　　　　株式報酬型ストックオプション公正価値分　年額50百万円

　　　　　　　（ストックオプションの1年間の上限個数は300個、上限株数は30,000株）

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役（社外監査役）を補佐する担当は、特段設けておりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は企業統治の体制として、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置する体制を採用しております。役員は取締役８名、監査役４名の体
制となっており、取締役８名中３名、監査役４名中３名が社外からの選任であります。また、迅速な意思決定・業務執行を強化するため執行役員制
度を導入しており、執行役員を７名選任しております。

　取締役会は、毎月１回開催されるほか必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行
状況を逐次監督しております。構成員は、取締役及び監査役であります。

　執行役員会議は、月２～３回開催し、取締役会の決定した基本方針に基づき、経営に関する事項を審議、決定しており、業務執行の効率化、迅
速化及び適正化を図る体制を構築しております。構成員は、常勤取締役、執行役員、常勤監査役及び関係部室長であります。

　日常業務の遂行につきましては、業務執行取締役及び執行役員を各本部長に任命し、各事業部内の会議等による審議を経て、業務の効率化、



迅速化及び適正化を図る体制を構築しております。

　その他、経営に関わる会議体として、リスクマネジメント委員会、予算会議及び開発会議を設置しております。リスクマネジメント委員会は、３ヵ月
に１回開催し、各部署のリスク管理の状況・方針等の審議、全社的に対応する重要事項についてのリスク対策の策定及びコンプライアンスに係る
施策・整備・運用状況の審議を行う会議体であります。当社において重要なリスク事案、法令違反等が発生した場合には、臨時のリスクマネジメン
ト委員会を開催し、必要な調査を行ったうえ、遅滞なく取締役会に報告することとなっております。予算会議は取締役、執行役員、統括部長、部室
長及び常勤監査役で構成され、半年に1回開催し、営業予算検討と進捗状況の確認、重点政策・重点実施事項の確認、年間予算・四半期予算の
審議を行う会議体であります。開発会議は取締役、執行役員、統括部長、関係部長・マネジャー及び常勤監査役で構成され、１ヵ月に1回開催し、
店舗開発に関わる進捗、課題の管理・調整及び新店・改装・閉店・不動産・テナント管理等の進捗確認、調整等を行う会議体であります。

　監査役会は原則として毎月１回開催することとし、必要がある時は随時開催しております。また、監査役自ら店舗監査の立ち合いを行うなど取締
役の業務執行及び従業員の業務全般にわたってモニタリングを行うことにより、実効性のともなった経営監視を行っております。

　常勤監査役は取締役会、執行役員会議、リスクマネジメント委員会、予算会議、開発会議等の経営に関わる重要な会議に参加するほか、取締
役等からの業務執行の状況の聴収や決裁書類等の閲覧を通じて、その適正性の監査を行うなど取締役等の業務執行の状況を客観的な立場か
ら監視しております。また、常勤監査役は必要に応じて会計監査人と情報・意見交換を行うとともに、監査結果の報告を受けるなど緊密な連携を
とっております。

　会計監査人には有限責任監査法人トーマツを選任し、会計監査を委託しております。顧問弁護士につきましては、複数の法律事務所と顧問契約
を結んでおり、法律問題が生じたときには、随時確認しアドバイスを受ける体制をとっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　取締役会は、重要な経営事項に対する迅速な意思決定及び判断を行うため、社内の事情に精通した取締役５名及び社外の取締役３名で構成し
ております。

　また、経営監視機能という観点からは、監査役４名（うち社外監査役３名）がおり、取締役の業務執行の状況を客観的な立場から監視しておりま
す。社外取締役及び社外監査役は、外部的視点から企業価値を高めるための助言を適宜行っており、取締役の監視機能の面では充分に機能す
る体制が整っていると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会開催の２週間以上前に発送いたしております。

その他

招集ご通知を当社のホームページに掲載しております。

当社ホームページへの掲載は、招集ご通知発送日前に行っております。

事業報告についてはスライド映像を使用し、ビジュアルに説明いたしております。

株主総会の模様を撮影した動画を、後日当社ホームページにて配信しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

毎年４月、10月の２回、アナリスト向けに決算説明会を行っております なし

IR資料のホームページ掲載
事業報告書、決算短信、決算補足資料、月次情報、その他開示すべき事項等

について、適時・迅速に当社ホームページへ掲載いたしております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営管理部及び広報部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「イオン行動規範」により、全てのステークホルダーに対する行動基準を規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境保全活動については本社・店舗周辺の定期清掃活動、リサイクル活動を行っておりま
す。また、各種募金活動につきましても積極的に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、会社法（第362条第4項第6号）及び会社法施行規則（第100条）に基づく内部統制システム構築の基本方針を下記の通り定めておりま

す。

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　(1)当社は、イオングループにおいて平成15年4月に制定された「イオン行動規範」を全ての行動の基本理念とする。

　　「お客さま中心」の理念に基づき、お客さまの生活文化の向上を目指すとともに、企業市民の立場から、法令遵守は当然のこととし、地域社会

　　とのより良い関係を構築して、適切な企業経営と地域社会との調和を図り社会的責任を果たす。

　(2)当社は、「イオン行動規範」及び「法令」等の遵守を図るため、コンプライアンスに係る施策・整備・運用状況を審議する機関として、取締役、

　　監査役、本部長及び関係部長などを委員とするリスクマネジメント委員会を設置する。

　(3)リスクマネジメント委員会は、当社における重要な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実等の報告を受けた場合には、必要な

　　調査を行ったうえ、遅滞なく取締役会に報告する。

　(4)当社の取締役は、その職務の執行に当たっては、「イオン行動規範」に基づく業務方針の実現に当たって率先垂範し、当社の使用人をはじめ

　　その他利害関係者に対する責任を果たす。

　(5)当社の取締役は、その職務の執行を通じ、その使用人の業務の執行が法令及び定款に適合するよう、「コンプライアンス基礎」を活用し、

　　指導と啓発を行う。

　(6)当社の取締役会は、定期的に内部統制システムの有効性監査の報告を受けるとともに、コンプライアンス体制の問題の把握と整備に努め

　　る。

　(7)当社の取締役の職務執行について、当社の監査役は定期的な監査を実施し、必要に応じ当社の取締役会に対しその結果を報告し、内部統

　　制の改善を助言、又は勧告する。

　(8)当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等に従い、財務報告に係る内部統制を整備し、適切な運用に努めるとともに、

　　それを評価するための体制を確保する。

　(9)当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との取引その他一切の関係を持たず、万一それら勢力から不当な要求を受け

　　た場合には、警察・弁護士等の外部機関と連携し毅然たる態度で対応する。

２．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　(1)当社は、コンプライアンス経営を重視し、使用人全員が、「イオン行動規範」を実践し、お客さま、地域社会とのより良い関係を築き、企業として

　　の社会的責任を果たせるよう努力する。

　(2)当社は「イオン行動規範」及び「コンプライアンス基礎」を使用人全員に配布するとともに、コンプライアンス教育を実施する。

　(3)当社は、グループ全従業員を対象としたイオン内部通報制度（イオン行動規範１１０番）に参加しており、当社に関連する事項は当社担当部署

　　に報告される。

　(4)当社は、独自に内部通報制度「何でも相談承り係」を設け運用する。

　(5)重要な通報については、その内容と会社の対処状況・結果につき、適切に取締役・使用人に開示し、周知徹底する。

　(6)代表取締役社長が内部監査部門である経営監査室を直轄する。経営監査室は、代表取締役社長の指示に基づき、業務執行状況を、業務の

　　有効性・効率性、法令・社内規程遵守の観点から内部監査を行う。

　(7)コンプライアンス違反者に対しては、就業規則に基づく懲戒を含め厳正に対処する。

３．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　(1)当社の取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ）、その他の重要な情報を、社内規程に基づいて、それ　

　　ぞれの担当職務に従い適切に保存し管理する。

　　ａ．株主総会議事録と関連資料

　　ｂ．取締役会議事録と関連資料

　　ｃ．取締役が主催するその他の重要な会議の議事録又は経過の記録

　　ｄ．取締役を決定者とする決裁書類

　　ｅ．その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

　(2)当社の取締役は、その職務の執行に係る上記(1)に定める文書を社内規程に従い、定められた期間保管するものとし、必要に応じて閲覧可

　　能な状態を維持する。

４．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　(1)当社は、リスク管理を最も重要な経営管理のひとつと位置付け、リスクマネジメント担当取締役を置き、リスクマネジメント委員会を設置し、定

　　期的に開催し、各部署のリスク管理の状況・方針等を審議し、全社的に対応する重要事項についてのリスク対策を策定し、取締役会に報告す

　　る。

　(2)当社の戦略立案部門は、企業価値を高め又は企業活動の持続的発展の実現を脅かすあらゆる事業リスクに対処すべく、経営戦略・経営計

　　画の策定を行うに当たり事業リスクのアセスメントを行い、取締役会における経営判断に際して重要な判断材料を提供する。

　(3)当社は、以下の運営リスクにおける事業の継続を確保するための態勢を整備する。

　　ａ．地震、洪水、火災、事故等の災害により重大な損失を被るリスク

　　ｂ．取締役及び使用人の不適切な業務執行により販売活動に重大な支障を生じるリスク

　　ｃ．基幹ＩＴシステムが正常に機能しないことにより重大な損害を被るリスク

　　ｄ．その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク

　(4)当社は、災害、環境、コンプライアンス等に関るリスクへの対応については、それぞれの担当部署において、規則・ガイドラインの制定、マニュ

　　アルの作成・配布及び研修の実施等により全使用人に徹底する。

　(5)各事業部門を担当する取締役及び部室長は、それぞれの部門に係るリスク管理を行う。各事業部門長は、リスク管理の状況を取締役会・

　　執行役員会議において定期的に報告する。

５．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　(1)当社は業務の有効性と効率性を図る観点から、経営に係る重要事項については、社内規程に従い、各事業部門の会議、執行役員会議、予

　　算会議、開発会議等での審議を経て、取締役会において審議して決定する。

　(2)取締役会等での決定に基づく業務執行は、代表取締役社長の下、担当取締役及び各部室長等が迅速に遂行する。あわせて、内部牽制機能

　　の確立を図るため、組織関係規程を定め、それぞれの組織権限や実行責任者を明確化し、適切な業務手続が行われるようにする。

　(3)会社方針に基づいて事業活動が適正に運営されているか、経営監査室が定期的に監査し、取締役及び経営幹部に報告する。必要ある場合

　　は、担当する取締役及び経営幹部は是正措置を講ずる。

６．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制



　(1)当社は、親会社の内部監査部門の監査を定期的に受け入れ、その結果の報告を受けるとともに親会社その他グループ会社の役職員と定期

　　的に情報交換を行い、コンプライアンス上の課題やベストプラクティス等の情報を共有する。

　(2)親会社その他グループ会社と当社との利益が実質的に相反するおそれのある取引その他の施策を実施するにあたっては、取締役会に付議

　　の上、決定する。

　(3)親会社その他グループ会社との賃貸借契約やプライベートブランド商品の売買契約等の利益相反取引については、可及的に市場価格での

　　取引とし、当社の利益を損ねない方策を講じる。

　(4)当社は、関係会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」を制定し、経営管理本部が関係会社の経営に関わる基本事項に関し

　　て統括的に管理及び指導を行う。

　(5)当社は、関係会社から、その営業成績、財務状況その他重要な情報について、当社の取締役会において定期的に報告する。

　 (6)当社は、当社グループのリスクを統括的に管理するため、グループ全体のリスク管理について定めるリスクマネジメント規程を制定するととも

　　に、機関としてリスクマネジメント委員会を設置し、グループ全体のリスクマネジメント推進に係わる課題・対応策を審議する。

　(7)当社は、三事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を実現するため、毎事業年度ごとにグループ各社の　

　　重点経営目標及び予算配分等を定める。

　(8)当社の内部監査部門である経営監査室は、関係会社に対して、定期的に内部監査を実施する。

　(9)当社は、当社グループの役員及び使用人が直接通報を行うことができる内部通報制度を設け運用する。

７．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　(1)監査役の業務を補助する使用人は特に設けない。常勤監査役は、監査計画及び監査予算の策定、監査役会議事録作成等の業務を直接実

　　施することにより、監査業務の独立性の確保を図る。

　(2)常勤監査役がその業務を補助すべき使用人を必要とする時は、その業務に限定した期間、補助業務に当たる者を選定する。

　(3)常勤監査役の補助業務に当たる者は、その間は監査役の指示に従い職務を行うものとする。

８．上記７の使用人の当社取締役からの独立性に関する事項

　　常勤監査役がその業務を補助すべき使用人を選定した場合、その使用人の独立性を確保するため、必要としている期間の使用人に関する異

　動・人事考課等人事権に係る事項の決定には常勤監査役の事前の同意を必要とする。

９．当社監査役の上記７の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　常勤監査役がその業務を補助すべき使用人を選定した場合、その使用人は、他部署の使用人を兼務せず、もっぱら常勤監査役の指揮命令　

　に従わなければならない。

10．当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制その他当社監査役への報告に関する体制

　(1)常勤監査役は、当社の取締役会に出席するほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、その他の重要な会議又は

　　委員会に出席することができる。

　(2)当社グループの役員は、取締役会等の当社の重要な会議において随時その担当する業務の執行状況の報告を行う。

　(3)当社グループの役員、使用人等は、当社の監査役が実施する業務執行状況監査において、その担当する業務について報告を求めた場合、

　　又は、業務及び財産の状況を調査する場合には、迅速かつ的確に対応する。

　(4)当社グループの役員、使用人等は、以下に定める事項について、発見次第速やかに当社の監査役に対し報告する。

　　ａ．当社グループの信用を大きく低下させたもの、又はその恐れのあるもの

　　ｂ．当社グループの業績に大きく悪影響を与えたもの、又はその恐れのあるもの

　　ｃ．グループ内外に対し、重大な被害を与えたもの、又はその恐れのあるもの

　　ｄ．「イオン行動規範」、法令に対する違反で重大なもの

　　ｅ．その他上記ａ～ｄに準じる事項

11．上記10の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

　　当社グループは、当社監査役へ報告を行った当社グループの役員、使用人等に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこと

　を禁止し、その旨を当社グループの役員、使用人等に周知徹底する。

12．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る

　方針に関する事項

　　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第３８８条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において

　審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処

　理する。

13．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　(1)当社の監査役の半数以上は社外監査役とし、対外透明性を担保する。

　(2)当社は、常勤監査役が求めた場合、代表取締役社長と協議の上、必要に応じて内部監査部門である経営監査室と共同監査の実施ができる

　　ように配慮する。

　(3)当社の監査役は、監査の実施に当たり、独自に意見を形成するため、必要と認めたときは自らの判断で、当社に係る公認会計士及び弁護士

　　等外部アドバイザーを活用する。

　(4)当社の代表取締役及び取締役は、当社の監査役会及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、「内部統制システムに関する基本方針１－(9)」に次の通り定めております。

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との取引は一切行わず、万一それら勢力から不当な要求を受けた場合には、

　警察・弁護士等の外部機関と連携し毅然たる態度で対応する。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

（１）「反社会的勢力との関係遮断に関する規程」を制定し、反社会的勢力との関係遮断に向けた当社の基本原則を定める。

（２）反社会的勢力の排除を推進するために総務部を統括管理部署とし、また、各店舗に不当要求対応の責任者を設置する。

（３）取引先等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。

（４）反社会的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関等から得た反社会的勢力情報の収集に取り組む。

（５）反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から警察、暴力団追放運動推進センター、企業防衛協議会、弁護士等の外部専門機関と密接な

　　連携関係を構築する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は以下の通りです。

１．情報開示の基本方針

　当社は、イオンの基本理念のもと、お客さま、地域社会、取引先、株主、従業員など、様々なステークホルダーの視点から、経営の透明性・公正
性やリスク管理の徹底、適時適切な情報開示を行うことを基本方針としております。

２．適時開示体制の概要

　当社では「内部情報管理および内部者取引規制に関する規定」を制定し、内部情報の管理、内部情報の公表基準を定めており、重要な経営情
報については、情報管理責任者である管理担当取締役を通じて、内部情報の公表を取締役会に付議し、取締役会が決定することとしております。
公表の具体的な内容、時期および方法は情報取扱責任者が決定することとしております。緊急な場合は、これを代表取締役が決定することとして
おります。


